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　 1994年の 国連 開発計 画(United　Nations　Development　Programme)編『人 間 開発 報 告Human
Z)evelopment　R port』は 「人 間の 安全保 障(human　security)」という 新 しい概 念 を提 起 した。 そ
の後 、こ の概念 は 、国連 諸機 関や諸 国政 府 の政策 用語 とし て広 く用い られ るよ う になった 。そ れだ
で はなく 、こ の言葉 は 国際政 治の 学界 でも 学 術用 語と して 定着 してき てい る。
　 ま ず 、「人 間の 安全保 障」 とい う用 語で ある が 、こ れ はhuman　securityの訳語 で ある。　security
は 「安 全 」のこ とで ある か ら、human　securityは「人 々の 安全 」と訳 すこ とも でき る。本 論で は 、
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社会的制度を通じて、安全が保障される場合は、これを 「人間の安全保 障」と呼び、単に人間の存























　 以下、1で1994年の『人間開発報告』 における 「人間の安全保障」概念を整理する。次の2で 、
国際連合、カナダ政府 、 日本政府が展開する 「人間の安全保障」政策の例を紹介する。そのあとで
「人間の安全保障」論の問題点を順次、検討していく。すなわち、3で 「人間の安全保障」概念の
イデオ ロギ0性 を分析する。4で は、「人間の安全保 障」と国家安全保障の接点を探索する。5で
は、現在のグローバル化における 「人間の安全保障」の問題点を確認する。最後 に、本論での議論
を整理し、今後の議論のために、覚え書きを残しておくことにする。
1.UNDPの 「人 間の 安 全 保 障 」 理 念
『人 間 開発報 告』(1994年)は、「人 間の安全 保 障」概 念を 提起 する に 当た って 、「持 続 的人 間開発
を 目指 してTowards　sustainable　human　development」(第1章)、「『 人 間の安全 保 障』 の新 しい考
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え方New　dimensions　f　human　security」(第2章)、「『 平和 の配 当』 の活 用Capturing　the　peace
dMdend」(第3章)、「開発協 力の新 し いデザ インAnew　design　for　development　cooperation」(第
4章)を セ ット に して論 じ てい る。 こ のこ と は、「人 間の安 全保 障」 がそ の他 の項 目と切 り離 して
論じ られな いこ とを 意 味して いる。 そ の全体 的構 図が 明瞭 に 出て いる の が、序 章 「社 会サ ミッ ト に
向 けてのア ジェ ンダAn　agenda　for　the　Social　Summit」の提 言 である 。そ こ には、1995年5月に予
定さ れてい た社 会 開発 世 界サミ ッ ト に向けて 、6つ の アジ ェンダ 提言 がな され てい る。ま ず 、こ の
点を みて おこ う。
　 提 言 の第1点 は 、諸 国 民、世 界 の人 々 を機 会 の平 等で 結 ぶ 「新 しい 世界 社会 憲 章Anew　 world
social　charter」の採 択で ある。 第2点 は、発 展途 上 国の 国家予算 の20%、先進 国のODAの20%を
も っ て充 当する 「人 間 開発20・20契約A20-20　compact　for　human　development」の作成 ・運 用で
ある。 第3点 は 、冷戦 修 了後 の 「平和 の配 当」 の活 用で ある 。第4点 は 、「地球 的安全 保 障基金A
global　human　security　fund」の結成 であ る。 第5点 は、人 間 開発 に向けて の 国連 シス テム の活 性化
と活用 であ る。 第6点 は 「国連 経 済安全保 障理事 会AUN　 Economic　Security　Council」の設置 であ
る。
　 こ の6つ の提 言で 注 目され るの は、 第1に 、軍 縮へ の視 点が 強いこ とで ある。 た とえ ば、第2点
の 「人 間 開発20・20契約 」 で は、途 上 国 の費用 の 資金源(重 要 な1部)と して 、軍 事費 の 削減 が提
唱さ れてい る。 また 、第3点 の 「平和 の配 当」活 用で は、 最貧 国の軍 事費 削減 、先進 国の軍事 費 の
大幅 削減 、海外 基地 の縮 小 、武 器禁 輸 、武器 輸 出補 助金 の廃 止 、さ らにODAの コ ンディ ショ ナリ
ティ とし て の軍事 費縮 減 が 明記さ れて いる 。提 言 の第2の 特徴 は 、BHN(Basic　Human　Needs)
と持続 的発 展 への 関心が 高い こと である 。こ のこ と は、第2点 の 「人 間 開発20・20契約 」の 内容 と
して 、世界 全体 での 初等 教育 の全 面的普 及 、非識 字率 の半減 、第1次 保 健 活動 の充 実、栄 養失 調 の
撲滅 、賛 同者 への家 族計 画の推 進 、安全 な水 と衛 生施設 の確 保 、 自立者へ のク レジ ット供 与 が挙 げ
ら れて い る こ と に 、 明ら か であ る 。 提 言 で第3に 注 目され る の は 、「人 間の 安全 保 障」 の 対象 が
BHNと 持続 的発 展 を越 えて 、広 がって い るこ とであ る。 た とえ ば、第4点 「地 球 的人 間安全保 障
基金 」 の設 置 目的 とし て 、麻 薬 取 引、 国 際テ ロ リズ ム 、核 拡 散 、伝 染病 、環 境汚 染 、 自然 資源 枯
渇 、 自然 災害 、民族 紛争 、難 民流失 へ の対策 が挙 げ られ て いる(UNDP　1994:5-11)。
　 次 に、基 本 となる 「人 間の 安全保 障 」の概 念で ある が、 これ につい て は、まず 序 章で 、冷戦 後 の
世界 におい て仕 事 、収入 、健康 、環 境 、治安 の確保 な ど、 人 々の 日常生活 の安全 、 すな わち 「人 間
の安全 保 障」 の方 が、 国家 間紛 争や 国境侵 犯 へ の懸念 、あ るい は軍事 的安 全保 障へ のこだ わ りよ り
も 、重視 される よう にな った こと が述 べられ てい る(UNDP　1994:3)。第2章 で は、「人 間 の安全
保 障の新 し い考 え方 」 を詳 しく 説 明し てい るが 、ま ず 「安 全保 障 」の発 想 につ いて 、「核 の安 全保
障nuclear　security」か ら 「人 間の安全 保 障」へ 、あ るい は 「国家 安全保 障 という 狭い 考えthe　nar-
row　concept　ofnational　security」か ら 「人 間の安全 保 障とい う包 括 的な考 えthe　all-encompassing
concept　ofhuman　security」へ と転換 しな けれ ばな らないこ とが、説かれ る(UNDP　1994:22、24)。
「人 間の 安全保 障 」を脅 かすも の とし ては 、経済 失業 、失 業の おそ れ、劣 悪な 労働 条件 、貧 困)、
84　「人間の安全保障」論の方向性
食 糧(不 均等 配 分)、健 康(病 気 、衛 生)、 環境(破 壊)、個 人(拷 問 、戦争 、民族 対 立、犯 罪 、 日
常 的暴力 、 強姦 、家 庭 内暴 力 、児童虐 待 、麻薬 、 自殺 、治 安不 良)、コ ミ ュニ ティ(社 会 的分 裂 、
民族 対 立、先 住 民圧 迫)、政 治(人 権侵 害 、政 治的 抑圧)の 諸 問題 が提 示 され てい る。 こ の諸 問題
は 、主 に人 間個 人 レベル の 安全 に 関係 す るも の であ る。 こ れ に加 えて 、「地球 的人 間安 全保 障 」を
脅かす も のと して 、人 口増加 、経 済機 会 の不 均衡 、人 の過度 な 国際移 動 移 民 、難 民)、環 境破 壊 、
麻薬 生産 ・取 引、 国際テ ロリズ ム を指摘 して いる(UNDP　1994:24-37)。
　 こ こ には、「欠 乏か ら の 自由(欠 乏の ない状 態)freedom　from　want」と 「恐怖 か らの 自由(恐 怖
のな い状 態)freedom　from　fear」に 関係 して 、2種 類 の 安全 保 障 問題 が提 起さ れて い る(UNDP
1994:3)。こ のうち 、『人 間開発 報 告』(1994年)は、そ の 当然 の任 務 とし て 、前者 の 問題 につ いて
重点 をおい て論 じて いる。 そ れは 、現状 の南 北 問題 の解 決 に 向けて 、開発 協力 のあ り方 を修正 する
こと と、 およ び現在 の世 界経 済シス テム を変 革す るこ とと を強 く訴 える。 前者 につ いて は、新 しい
開発 協力 の方 向と して(1)貧 困の解 消、雇 用の創 出、持続 的 人 間開発 に 向けて のODA強 化 、(2)
最貧 国 向け の援 助(初 等 教 育、 第1次 保 健)、(3)資本 ・技 術 ・労働 力 の 国際 的 自由移 動 、(4)世
界の環 境計 画 、麻薬 生産 ・取 引の規 制 、伝染 病予 防 、核 兵器 破棄 に向けて の先進 国の責務 、(5)国
際課 税(環 境 汚 染 ・非再 生 資源使 用 ・国際投 機 に対 し て)・非 軍事化 基 金 、(6)グロ ーバル ・ガバ
ナンス(global　govenance)の枠組 作 り(国 連機 構 強化 、 国連 開発 計画 ・ユ ニセ フ ・国連人 口基 金 ・
国 際農 業 開発基 金・世界食 糧 計画 の協 同体制)が 指示 され る。後 者 の問題 に関連 し て は、国連 経済
安全保 障理 事会(現 行経 済社 会理 事会 の権 限強化)を はじ め、世 界 中央銀 行(IMFに 代 えて)、 国
際投 資信託(世 界銀 行 に代 えて)、世 界 生産貿 易機 構(WTOに 代 えて)、世 界独 占禁 止機 構(多 国
籍企 業の規 制)の 設 置が 提案 され 、また 環境 汚染 国 際税 、 通貨 取 引国際税(軽 いト ビン税)な ど が
提案 されて いる(UNDP　1994:61-87)。
　 こ のよ う に、「人 間の 安全保 障」概 念 に は、 世界 の 「人 々の安 全 」を 脅か すも の がす べ て入 って
しま う。『 人 間開発報 告』 は 、UNDPと いう 国 際機 関の報 告書で ある か ら、か なり の多 くの人 々 が
作成 に関係 し た に違 い な く 、そ の論 述 の細 部 は 、必 ず しも 整合 的で ない 。 し かし 、 そ の大 枠 と し
て 、次のよ うな 共通 了解 があ ったも の と思わ れる。
　 第1点 は、こ れま でのUNDP政 策(BHNの 保 障 と人 間の潜在 的能 力capabilitiesの向上を 目指
す人 間 開発 の視 点)の 延 長線 上 に、「人 間の安 全保 障 」概念 を展 開し てい るこ と。
　 第2点 は、長 期 的 「人 間の安 全保 障 」政策 と して 、持 続 的人 間開発 を重視 し てい るこ と。
　 第3点 は、 軍縮 、軍備 管理 と連動 し て 「人 間 の安全保 障 」の議 論を 展 開して いる こと。
　 第4点 は、 現在の ネオ リベラ ル型 グ ロ0バ ル 化 への批 判 がある 程度 含ま れて いる こと。
　 以 上の う ち、 第3点 と第4点 は 、UNDPの 「人 間の 安全 保 障」 論 にお ける 、重 要な 前提 条件 で
ある。 な お、UNDPは 、経 済機 関であ るの で、 当然 に『人 間 開発 報 告』 の議i論は 、「欠 乏か らの 自
由」と「恐 怖か ら の 自由」のう ち、 前者 に傾 斜 して いる。 本報 告書 で 、両者 をつ なぐ環 とな るの は 、
持続的人 間開発の 充実が 「恐怖 」の根本 的原 因の縮 減 に通 じるという 考えである。 このこ とを報告 書
は、予 防外 交とのア ナロジーで 予防 開発(preventive　development)と呼んでいる(UNDP　1994:3)。
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　 以上は、『ミレニアム報告』で提示された 「人間の安全保障」政策の全体的 目標である。次に、
カナダと 日本を例にとって、国家レベルでの「人間の安全保障」政策をみてみよう。












治能力、企業の社会的責任)、公共の安全(国 際犯罪・麻薬 ・テロリズムに対する)と いう項 目を
含んでいる。(Canada　2002)カナダ政府の立場は、いわば人道的介入の擁護論である。加藤普章
(カナダ政治)に よれば、カナダ政府 の人間の安全保 障論は、ミドルパワー・カナダの「外交を活
性化し、カナダの『国益』を実現する有力な概念である」(勝俣2001:339)。














援 国際会議(UNDP)、太平洋 ・島サミット(UN且CR,　UNFPA、　 WHO他)、 アジア・太平洋地
域国際人道支援センター(UNHCR)、タジキスタン元兵士の雇用促進(UNDP)のプロジェクト
が追加されている(外 務省2002)。
　このよう に、 日本政府の「人間の安全保障」政策は、そのほとんどが国際機関へのODAの 新展
開である。 日本政府の政策には、ODA論の別表現という色彩が濃い。
3.「人 間の 安 全 保 障 」 のイ デオ ロギ ー性














　政治学者 ・土佐弘之は、人道主義(ヒ ューマニズム)の 思想 的根源を 問い、それがもつ2面 性
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(普遍性と欺瞞性)に 注 目する。彼が問題とするのは、人道主義を普遍的なものとして、批判的再








脈で使われている」(土佐2001b:78)。後者 では、「人間の安全保 障」論 は、国連や先進国の主導
による、上か らの、中心からの議論となる。そこには、「中心から周辺へと向けられた一方的なま
なざしや中心が周辺を管理する」指向が含まれている(土 佐2001a:179)。
　 土佐 が指摘するように、「人間の安全保 障」概念を支える人道主義が、その実践や政策での効果
はもとより、理念それ 自体が、歴史的産物である。それ は、とりわけ国際関係の場では、欧米 中心
的世界観の別表現となって現われる。
　 以上のよう に、「人間の安全保障」概念に含まれるイデオロギー性 に注 目することは、重要であ







の安全保障」は 「いろいろな立場が旗 印に使用しようとしている有難いキーワー ド」(勝俣2001:i
強調引用者)で ある。それは、弱者 中心(女 性 、先住民族、生存農業、労働者 、差別される者)









　 さらに同書簡は、人間不安を引き起している4つ の問題として、(1)ネオリベラル ・グローバリ
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ゼー ション が 引き起 こす 問題 、(2)グローバル な 軍事化 が 引き起 こす 問題 、(3)ジェンダ ー 的側 面
(人 身 売 買、男性 中心的 軍事化)、及 び(4)文 化 的側 面(「文 明の衝突 」論 、イス ラ ム排斥)を 指摘
して いる(武 者 小路 など2002:190-196)。こ のう ち、第1点 と第2点 につ いて は、順 番 は逆 になる














はないが、 日本は 日米安保体制と米国の核抑止に依存しながら、 日本以外の国の人々について 「人
間の生存、生活、尊厳を危険にさらすさまざまな脅威」に対して、 日本が「取り組んでいく」こと
を説いている、と思われる。















　 以上に対して、「人間の安全保障」政策は国家安全保障政策と基本 的に対立するも のとみる立場
もある。たとえば、宮脇昇(国 際政治学)は 、軍事支出を増加させない条件作りとして 「人間の安
全保障を高める政策」を提唱する(宮 脇1997:53)。土佐は、 日本の 「人間の安全保障」政策につ
いてであるが、「『人間の安全保障』概念の中身を一部すり替えることで、再び国家安全保障政策に
従属させようという動き」ととらえる(土 佐2001a:171)。ここでの問題 は、この対立を認 めた上
で、両者を切り結ぶ視点をどのようにして構築するかである。


















である(例 としてベトナム戦争の米軍犠牲者5万8千 人と米国における反戦運動 ・反戦気運の盛り
上がり)。第2は 、この定式を守るために、死者の数を限りなくゼロに近づけることである(そ の














　 ここで、議論の混乱を避 けるために、国家の安全について、国家の政治的 自立と、国家の軍事的
安全保障に分けることにする。その上で、国家の自立、軍事力の保有、国民の安全の3側 面から、








(3)国家の 自立があって、軍事力が強力であっても 、国民の 日常的安全が失われ、終局的に国家が
　 失われた場合。最近の例として、ソ連の崩壊があげられる。第2次 大戦で破れた 日本も、その例












　 った。しかし、植民地住民の安全は 日常的に不安定であった。植 民地人の民族独立運動(自 己の














　 以上の議論は、1国 単位の考察をも とにするが、複数のケースを組み合わせて、検討してみる必
要がある。ここでは、そのなかから、2つ の例を取り上げてみよう。











　 以上から明らかになることは、(1)「人々の安全」を保障するには、国家の 自立がな によりも必
要であること、(2)大国による武器援助は、多くの場合、受け取り国の 「人々の安全」を保障しな
いこと、(3)先進国による軍事的安全保障の国際共 同管理 は、先進 国の世界支配という性格をも
ち、先進国の国民の安全を高めるかも しれないが、途上国の「人々の安全」を高めるものでないこ
と、(4)軍事的国家安全保 障は、国内でも 、1部 の人々の安全を犠牲にして成立することである。
　 このように、「人々の安全」論 に立っ 「人 間の安全保障」論は、従来の国家安全保 障論の限界を
越え切れないとしても 、その延長線上にあるも のではない。
4.グ ロ ー バ ル 化 と 「人 間 の安 全 保 障 」
「人 間の 安全保 障 」で いう 「人 間」 とは 、誰 か。NGO活 動 家で 医師の重 光が指 摘す るよ う に、こ
の概 念で は 、誰 に とって 、誰 の ため の安 全保 障で あ るの か が、 曖昧 であ る(勝 俣2001:260)。「人
間の 安全保 障 」で対 象と なる 、人 間の数 は62億で ある。 も ちろん 、62億人 のそれ ぞ れの個 性を 取 り









路、勝俣など36名の公 開書簡が提起する4原 則(日 常の不安への懸念、弱者 中心の思考、多様性の












全、不平等、非民主主義を推進している、と指摘する。彼によれ ば、グロ0バ ル化 自体に問題はな
いが、ネオ ・リベラル政策で進められるグローバル化が、不安全、不平等、非民主主義の問題を増
進する。不安全としては、北から南への軍事介入 ・兵器供与、民族宗教紛争の誘発、金融の不安
定、福祉切り下げ、伝統文化の破壊などがある。不平等としては、人種・女性 ・高齢者 ・地方 ・途
上国への差別、再分配構造の機能不全、労働組合 ・反植民地主義への敵視などがある。非民主主義
については、従来のリベラル ・デモクラシー論は国境を越える問題を単に行政の問題ととらえてい













的ガバナンス の透 明化 、(6)超国家 的政策の評価、(7)世界市民社会への支援が、挙 げられる
(Scholte　2000:303-307)a
　 このよう に、ショルテは、反ネオ ・リベラリズムの立場に立って、グローバル化のもとでの「人
間の安全保障」の問題 点とその解決策を総括 的に論じている。この立場は、UNDPが 当初提起し
た「人間の安全保障」概念の反ネオ ・リベリズム路線をさらに徹底させている。


























問題となるのが、国家の質である。個人 にとっての脅威 には、物理的脅威(苦 痛、傷害、死亡)、
94　「人間の安全保障」論の方向性
経済 的脅威(財 産 の破 壊 ・剥奪 、労働 ・資源 へ のア ク セス 拒否)、 権利 へ の脅威(投 獄 、 市民 的 自
由の拒否)、 ある い は地位 へ の 脅威(降 格 、公 的侮辱)が ある。 個 人 は、 安全 の レベル を 上 げるた
め に、 国家 に対 して 、あ る程度 自由を犠 牲 にする 必要 があ る。 しか し、 国家の 力が 強くな る と、個
人 に対する 脅威 の源 泉 は強ま る(Buzan　1991:35-38)。国家の安 全 と個人 の安全 は 、ジ レンマ の 関
係 にある(Buzan　1991:43)。さ ら に、 富める 者 と貧 しい人 で は、 脅威 は必 ずしも 同じで はな い。
貧し い人 にとっ て の脅威 は、餓 死 、病気(本 来 直せ る)、犯 罪 暴力 、経 済 的搾 取な どで あ る。 しか
し 、富める 者 に特有 の脅威 には、誘 拐 、肥満 病な どが ある。 両者 に共 通 の脅威 は、 不治 の病気 、 自
然災 害 、核 被 害 、核戦 争な ど であ る(Buzan　1991:36)。近 年 のネオ リベ ラル ・グロ ーバ ル化 は 、
と りわ け 貧 しい 人 々 の安 全 に脅威 とな っ て いる こ と が 、確認 でき る 。 こ の意 味 で 、C・ ト ー マス
(Caroline　Thomas)たち が主 張す るよ う に、ネオ リベラ ル の 開発 がも た らす不 平等 と貧 困が 、大 多
数 の 「人 々の安 全」 をお かし てい る(Thomas　2000:xi)。
　 こ のよう に、ネオ リベ ラル ・グ ローバル 化 の影 響を 無視 して 、いわ ば真 空状 態で 途上 国の 「人 間
の安全 保 障」 を論 じるこ と は、決 して 「人 々の安 全」 を高 めるこ と には 、通じ ない と思 われる 。
結語
　以上の本論 の議論をまとめてみると、「人 間の安全保 障」は1994年版のUNDP編 『人間開発報
告』で提起されて以来、政策用語として定着し、学術用語にも広く入り込んでいる。政策用語とし
ての使用は、政治の言葉としての使用であるから、それが一定のイデオロギー性をもつことは、明
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